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令和４年度木津川市国民健康保険特別会計予算概要

予算概要

令和４年度の国民健康保険特別会計の予算は、歳入歳出それぞれ

７１億１，７４５万１千円となり、前年度の当初予算と比較して３ .０％、
２億９９０万円の増額となった。

増額の主な要因は、国民健康保険事業費納付金の増額によるものです。

１．歳 入

（１）国民健康保険税

国民健康保険税については、新型コロナウイルス感染症の影響により被保険者の

所得の減少を考慮して減収を見込んだ前年度と比較して４，５６２万９千円

（３．３％）の増額となる１４億１，２０７万円を計上した。

なお、現年度分に係る被保険者一人当たりの国民健康保険税は、９１，８８６円

で、前年度と比較して４，２２０円（４．８％）の増額となった。

（２）府支出金

① 保険給付費等交付金

保険給付費等交付金のうち普通交付金は、保険給付費に計上される

療養給付費、療養費、高額療養費、高額介護合算療養費、移送費について

交付され、前年度と比較して５，７８８万７千円（１．２％）の増額となる

５０億６３７万９千円を計上した。

特別交付金は、「保険者努力支援分」として２，６３５万９千円、「特別調整交付

金分」として３，１８４万１千円、「府繰入金」として３，２１２万５千円、「特定

健康診査等分」として１，７１０万４千円の合計１億７４２万９千円を計上した（対

前年度比６５６万４千円（６．５％）の増額）。

② 財政安定化基金交付金

財政安定化基金交付金（１千円（前年度同額））は、災害等のやむを得ない事情に

より国民健康保険事業に係る財源が確保できない場合に、府の財政安定化基金から

交付を受けるものです。
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（３）繰入金

① 一般会計繰入金

一般会計繰入金は、前年度と比較して△３９６万円（△０．９％）の減額となる

４億５，９３９万６千円を計上した。

うち法定内の繰入金については、国が示す基準に基づき算出した結果、法改正に

より新たに新設された「未就学児均等割保険税繰入金」の皆増を始め、「保険基盤安

定繰入金（保険税軽減分）」、「同（保険者支援分）」、「財政安定化支援事業繰入金」

で増額、「職員給与費等繰入金」及び「出産育児一時金繰入金」で減額となった。

また、法定外の繰入金である「その他一般会計繰入金」は、前年度と比較して

△９６１万３千円（△２２．９％）の減額となった。

② 基金繰入金

基金繰入金については、財政調整基金繰入金として１億１，７５２万１千円（対

前年度比１億４３２万１千円（７９０．３％）の増額）を、出産費貸付基金繰入金

として３３万６千円（前年度同額）を計上した。

２．歳 出

（１）総務費

事務執行に係る経費である総務費については、２年に１度の被保険者証更新に係

る費用の減少もあり、前年度と比較して４８７万８千円（△１３．２％）の減額と

なる３，２１７万円を計上した。

（２）保険給付費

保険給付費（療養諸費、高額療養費、移送費、出産育児諸費、葬祭諸費、

精神・結核医療付加金）については、府の標準保険料率データを参考に、過去の

実績等を踏まえ、前年度と比較して５，８７０万４千円（１．２％）の増額となる

５０億６，４６５万５千円を計上した。

（３）国民健康保険事業費納付金

府に支払う国民健康保険事業費納付金は、これまでの本市の保険給付費の増加等

に伴い、前年度と比較して１億５，５８３万２千円（９．１％）の増額となる

１８億７，７６５万４千円を計上した。
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京都府は、本納付金と国等からの交付金等により、市町村に保険給付費等交付金

普通交付金を支払うとともに、社会保険診療報酬支払基金に介護納付金、前期高齢

者納付金、後期高齢者支援金等を支払います。

（４）保健事業費

保健事業費については、会計年度任用職員の職種・人数の変更等による人件費の

減少等に伴い、前年度と比較して１２５万４千円（△１．０％）の減額となる

１億１，８５１万１千円を計上した。

（５）公債費

公債費については、平成２８年度に京都府国民健康保険広域化等支援基金から借

り入れた６，６００万円について、５年償還（１年償還据置期間あり）の５年目と

して、１，３２０万円を償還します。

無利息、平成３０年度から５年間で償還

令和３年度末借入金残高（見込） １，３２０万円 令和４年度で償還満了

３．標準保険料率の状況

国民健康保険事業費納付金の増加等に伴い、府が示す令和４年度の本市標準保険料率

は、本市の保険税率を上回る状況となった。

※標準保険料率：市国保で必要となる税率の参考として、府が示す税率

市の現行税率 標準保険料率※

医
療
分

所得割 （％） 8.00 7.58

均等割 （円） 26,000 27,318

平等割 （円） 21,000 17,679

後
期
分

所得割 （％） 2.20 2.77

均等割 （円） 7,800 9,625

平等割 （円） 6,000 6,229

介
護
分

所得割 （％） 2.40 2.96

均等割 （円） 9,400 12,173

平等割 （円） 5,200 6,052

合
計

所得割 （％） 12.60 13.31

均等割 （円） 43,200 49,116

平等割 （円） 32,200 29,960
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令和４年度 被保険者 前　年　度 被保険者

予算額(案） １人当り 予　算　額 １人当り 予算額 １世帯当り １人当り

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ） （Ｅ） （Ｆ） （Ｇ） （Ｈ） （Ａ）／（Ｅ）（Ｃ）／（Ｇ） （Ｄ）／（Ｈ）

千円 ％ 円 円 千円 ％ 円 円 ％ ％ ％

1 1,412,070 19.8 161,527 94,624 1,366,441 19.8 161,977 90,896 103.3 99.7 104.1

1,411,921 19.8 161,510 94,614 1,366,070 19.8 161,933 90,871 103.4 99.7 104.1

149 0.0 17 10 371 0.0 44 25 40.2 38.8 40.5

1,371,219 19.3 156,854 91,886 1,317,888 19.1 156,222 87,666 104.0 100.4 104.8

40,851 0.6 4,673 2,737 48,553 0.7 5,755 3,230 84.1 81.2 84.8

2 2 0.0 0 0 3 0.0 0 0 66.7 64.3 67.2

3 780 0.0 89 52 780 0.0 92 52 100.0 96.5 100.7

4 1 0.0 0 0 1 0.0 0 0 100.0 96.5 100.7

5 5,113,809 71.8 584,970 342,680 5,049,358 73.1 598,549 335,885 101.3 97.7 102.0

6 2 0.0 0 0 6 0.0 1 0 33.3 32.2 33.6

7 1 0.0 0 0 1 0.0 0 0 100.0 96.5 100.7

8 577,253 8.1 66,032 38,682 476,892 6.9 56,531 31,723 121.0 116.8 121.9

459,396 6.5 52,550 30,784 463,356 6.7 54,926 30,823 99.1 95.7 99.9

117,857 1.7 13,482 7,898 13,536 0.2 1,605 900 870.7 840.2 877.1

9 1 0.0 0 0 1 0.0 0 0 100.0 96.5 100.7

10 13,532 0.2 1,548 907 14,068 0.2 1,668 936 96.2 92.8 96.9

7,117,451 100.0 814,167 476,945 6,907,551 100.0 818,818 459,493 103.0 99.4 103.8

世帯数 8,436 世帯 15,033 人

世帯数 8,742 世帯 14,923 人

歳   入

前　年　度　対　比

科       目

国 民 健 康 保 険 税

　うち一般被保険者分

　うち退職被保険者等分

　うち現年課税分

　うち滞納繰越分

一 部 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

府 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

　うち一般会計繰入金

　うち基金繰入金

繰 越 金

諸 収 入

歳 入 合 計

               (年度平均見込み数）　　　令和03年度 被保険者数

               (年度平均見込み数）　　　令和 4年度 被保険者数
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区        分 構成比 １世帯当り 構成比 １世帯当り
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令和４年度 被保険者 前　年　度 被保険者

予算額(案） １人当り 予　算　額 １人当り 予算額 １世帯当り １人当り

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ） （E） （Ｆ） （Ｇ） （Ｈ） （Ａ）／（Ｅ）（Ｃ）／（Ｇ） （Ｄ）／（Ｈ）

千円 ％ 円 円 千円 ％ 円 円 ％ ％ ％

1 32,170 0.5 3,680 2,156 37,048 0.5 4,392 2,464 86.8 83.8 87.5

2 5,064,655 71.2 579,347 339,386 5,005,951 72.5 593,403 332,997 101.2 97.6 101.9

(1) 4,400,634 61.8 503,390 294,889 4,382,180 63.4 519,462 291,504 100.4 96.9 101.2

(2) 619,670 8.7 70,884 41,524 580,217 8.4 68,779 38,596 106.8 103.1 107.6

(3) 180 0.0 21 12 200 0.0 24 13 90.0 86.8 90.7

(4) 30,171 0.4 3,451 2,022 30,351 0.4 3,598 2,019 99.4 95.9 100.1

(5) 5,000 0.1 572 335 5,000 0.1 593 333 100.0 96.5 100.7

(6) 9,000 0.1 1,030 603 8,003 0.1 949 532 112.5 108.5 113.3

3 1,877,654 26.4 214,785 125,823 1,721,822 24.9 204,104 114,536 109.1 105.2 109.9

4 5 0.0 1 0 5 0.0 1 0 100.0 96.5 100.7

5 118,511 1.7 13,557 7,941 119,765 1.7 14,197 7,967 99.0 95.5 99.7

6 5 0.0 1 0 9 0.0 1 1 55.6 53.6 56.0

7 13,200 0.2 1,510 885 13,200 0.2 1,565 878 100.0 96.5 100.7

8 8,251 0.1 944 553 6,751 0.1 800 449 122.2 117.9 123.1

9 3,000 0.0 343 201 3,000 0.0 356 200 100.0 96.5 100.7

7,117,451 100.0 814,167 476,945 6,907,551 100.0 818,818 459,493 103.0 99.4 103.8

歳   出

前　年　度　対　比

科　　　目

総 務 費

保 険 給 付 費

療 養 諸 費

高 額 療 養 費

移 送 費

出 産 育 児 諸 費

葬 祭 諸 費

精 神 ・ 結 核
医 療 費 付 加 金

国 民 健 康 保 険
事 業 費 納 付 金

共 同 事 業 拠 出 金

保 健 事 業 費

基 金 積 立 金

公 債 費

諸 支 出 金

予 備 費

歳 出 合 計

　　　　　※　端数の関係上、各割合等の数値は、合計と一致しないことがある　・

区　　　分 構成比 １世帯当り 構成比 １世帯当り
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